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である（is  capable of being recycled ）というだ
けでは不十分であって，リサイクルの回収施設
またはプログラムを「大多数の消費者（the
vast majority of consumers ）が利用できる」と
いう点である。リサイクル・プログラムが，
「少なからずの割合のコミュニティで（in a sig-
nificant percentage of communities）利用可能」
なものであっても，「実質的大多数の消費者ま
たはコミュニティ（ a substantial majority of


























proportion of purchasers, potential purchasers and
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